
































































































Roua 1866･ p 274］この構成比は11年後の1876年に人口がおよそ16万人
増えてもまったく変わらない。［T. Roua,1878.p 274］さらに1901年の人口
調査でも基本構成に大した変化はなく，「パリ生まれ」36.2対「パリ以外
































































































































































































































































































































































































宅救済貧民はますます東の諸区(11, 13, 18, 19, 20区）に集中する傾向を
みせ,富裕な市民は中央から西部にかけて好んで住むようになる( 1, 2, 8,9
区）。（表1-10参照）両者の格差は，とくに1869年には大きくなっている。
－273－
富裕な諸区では貧者の住民比率が２％程度であるのに，貧乏な諸区では
9～10％にも及び，13区ゴブランでは20％近くに達している。七月王政
期と比べて，明らかに貧富の地域格差が拡大した，と言えそうである。
　次に在宅救済者の世帯主の｢社会的地位｣，出身地，年齢構成，子ども扶
養状況，家賃，職業などのデータを，前と同じく1835年，1869年，1883
年を取って比較し，その趨勢を把握しよう。
― 274 －
　これらの表は必ずしも分類基準が明瞭ではないが，そこから窺えること
は，在宅貧民では既婚者が４割前後を占めるが，寡婦または寡夫などを含
む単身世帯も多いことであろう。さらに詳しく見ると，男の世帯主の他に，
女の世帯主が極めて多いのが特徴である。1835年には丁度50％が，1869
年には45%,1883年には46％がいわゆる女世帯である。表にも登場する
ように，独身者か，何らかの事情で男と別れた女たちが，自活できずに公
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的救済にすがって生きている，との印象を受ける。パリでは女性は生きに
くい，との説が裏付けされている。
　在宅救済貧民の世帯主ではパリ生まれは少数派であり，大半はパリ以外
の生まれである。しかも，その比率は1835年の69％から1869年には78％
へと増加している。パリに出稼ぎ移民としてやって来て，何らかの事情で
零落し公的救済を受けるようになった，と解される。さらに詳細に検討す
ると，貧困世帯主の年齢は明らかに低下している。1835年には60歳以下
の割合は47％だったが，1869年には54％へと増加している。また，12
歳ないし14歳以下の子どもをもっせ帯が，この35年間に30％から39％
へと増大し，それに伴い家族の規模が世帯当たり2.16人から2.65人へと
拡大していることが分かる。救済貧民の性格が，明らかにこの35年間で
変わったと思われる。つまり，七月王政期には主に身寄りのない，比較的
高齢の単身者が在宅救済を受けていたが，第二帝政期末期には，比較的若
く扶養すべき子どもをもつ世帯も，その隊列に加わってきたのである。
　次に，救済貧民がどの程度の家賃を払っているか，またどんな職業に従
事しているかを見よう。
　1835年には，貧困世帯の80％が年間家賃200７以下，さらに言うと
　　　　　　　　　表ト16　在宅救済者世帯の家賃分布
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66％が100７以下のアパルトマンに居住していた。その程度の家賃で借
りられるアパルトマンがどれはどのものか，容易に察せられる。殆どがア
メニティを欠いた１室住戸である。では35年後，50年後には居住条件は
改善されたのだろうか。どうもその形跡は認めがたい。というのは，第二
帝政期以降は物価騰貴が起こったが，その中でも家賃は他の費目以上に，
大きな値上がりを経験したからである。貧困世帯だけを取ってみても，そ
の平均家賃は，第二帝政期の14年間に34％も上昇を見たのである。16）
　パリ市民は誰もが，好むと好まざるとにかかわらず，家賃階梯を登らざ
るを得ない。それでも，従来の広さと居住環境を維持できるとは限らない。
以下の表（表1-17,表1-18)に見るごとく，1869年には３分の２が１室住
戸であり，1883年にも変わりはない。そこには次章で見るが，水回り設
備もトイレも個別にはないし，アメニティ（フランス語ではconfort)も不
十分でしかない。「ストーブも暖炉もない部屋」が1869年には3,523
室，83年には3,735室もあるし，「ストーブがひとつある部屋」が1869
年には10,995室，「暖炉がひとつある部屋」が同27,680室ある。東京な
どより遥かに冬の寒さがきびしいパリで，これらの部屋に住む庶民はどう
して寒さから身を守ったというのだろうか。住宅衛生面でも，採光と換気
　　　　　表1-17　在宅救済者の住宅：部屋敷による分布（世帯数）
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は不十分である。1869年には「廊下・踊り場からしか採光できない部屋」
が1,411室を数え，83年には同3,192室を数える。
　べッド数をみると，表ト18の如くである。これを基に筆者が計算する
と，べッド総数は65,402床であり，そこに，「貧民救済婦人会J Petites
Soeurs　des　Pauvresの家に入居している高齢者など803人を除く，
no, 554人が居住している。したがって，一つのベッドには1.69人が寝
ている計算になる。Ｐ.セールやオソンヅィルが，一つのベッドに2～3人
が性別・年齢に関係なく雑魚寝していると言うのは誇張だとしても，まさ
しくフランス人啓蒙家の唾棄する「プロミスキュイテ」，「味噌も糞も一
緒」の状態が現出している。
　在宅救済者世帯主の職業構成は以下の通りである。（表1-19参照）男女
ともに不安定就労が目につく。1835年の統計では［種々の労働者・日雇
い夫］などが最多であり，69年の統計では「荷役夫homme de peine」が
最多だが，その両者には共通性があろう。ともに，臨時雇いの肉体労働者
で，船・馬車などの荷揚げと荷下ろし，運搬などに従事していた。これは
女でも変わりはない。
　職種上の特徴を幾つか拾い上げれば，第１には，すでに1835年に兆し
が見えるのだが，靴職人・仕立て職・家具関係職人（高級家具職・指物師・
轆轤細工師）など伝統的職人が，1869年になると貧民として登場してきた
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ことである。前述の如く，これはそれらの部門での既製品製造・機械化の
進展と密接に関連しているだろう。それは，女性の場合ヨリ顕著に認めら
れる。お針子・ミシン使用の縫製・既製服製造に関わる女性貧民が，合計
で3,000人近くいる事実がそれを裏付けている。
　第２に，女性貧民の場合はますます都市雑業的で「底辺労働」に就く傾
向が明瞭になっている。日雇い婦・家の掃除・家事使用人・アイロン掛け
・洗濯婦・リンネル漂白・道路掃除などがそれである。女性特有な仕事と
しては病人や子どもの世話がある。これらはいずれも定職とはいえず，不
安定就労の一形態であろう。
　第３に，男女共通の傾向では，守衛と屑屋の根強い存在が挙げられる。
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守衛は住み込みだから居住費を払わなくて済む。また，屑屋は前述の通り
代々の生業として，あるいは他になす術のない貧民の最後の仕事としてや
られているに違いない。第４に，建築労働者が一定数存在する。この業種
特有の「閑散期」が，彼らから仕事と収入の道を奪っているからである。
　第三共和政のポペリスム
　第三共和政期に，パリはポペリスムを解決できたのだろうか。これは一
概に言えない。というのは，二度にわたる大きな制度変更があって，それ
までとの比較が難しいためである。 1860年の在宅救済の規則では，救済は
二つに分類された。一は，年間を通じて恒常的に救済されるもので，これ
には麻痺患者・盲人・癌患者・身障者・75歳以上の高齢者が対象とされ
た。もう一つは一時的な救済に属するもので，負傷者・病人・妊娠中の女
・扶養児童をもつか，生活手段をもたない授乳母親・遺棄児・孤児・満
14歳以下の子ども３入をも,つか，２人の子どもをもち，うち１入が重い障
害をもつ家族・捨てられた女性・14歳以下の扶養すべき子どもを２入も
つ寡婦または寡夫，などがそれに当てはまった。［Haussonville, 1886,p 45］
　だが，恐らく受給希望者の増加や82年不況など経済状況の変化もあっ
たのだろう，1886年の政令（デクレ）は，在宅救済の受給資格を次の各号
に当てはまる者に限定した。一は，身体障害者あるいは慢性疾患に罹って
いるもの，二は満64歳以上の高齢者，三は満13歳以下の孤児。これは今
まで述べてきた，勤労しながらも稼ぎの極端に少ない普通の労働貧民とそ
の家族を排除するもので，ある意味では，1834年イギリス改正救貧法の
精神よりも徹底した残金的救済原則であった。このため，この制度で在宅
救済を受けたものは，例えば1893年には48,938人に減少し，その住民比
も2.05％に低下した，という。［p. Strauss,1901,p 165］
　各方面からの批判と抗議をあびてこの制度は再び改められた。それが
1895年のデクレであり，これは次の条件に当てはまるものを在宅救済の
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受給資格者とした。すなわち，生活困窮者indigents,一時的生活困窮者les
necessiteux,すなわち「決められた目的で手当てが支給される定職にある
労働者」，放浪者・高齢者・身障者などである。 Ｐ.ストロースによれば，
このデクレ（政令）は，寛大で自由な救貧立法で，杓子定規ではなく「あ
らゆる起こりうる事柄」に対処できる体制だという。［p. Strauss,1901,p 158］
　このように，所謂「社会的弱者」と「一時的生活困窮者」を分けて救済
するやり方は，現代福祉社会の原型であって，その基礎が出来たことによ
り，パリのポペリスムは手当ての面からは緩和されたと言うべきであろう。
　最後に，ポベリスムの原因について，所謂識者たちの異口同音の見解を
紹介しておこう。貧困は個人の不行跡や怠惰の結果であるというのが，そ
れである。稼いでも家計を省みない夫が，飲み屋やキャフエで仲間と談笑
し，酒を飲み，女を買い，散財してしまう。子どもたちは食べるものも徐
に採れず学校へも行けない。婦たちも家計の切り盛りが出来ずに，カネ
があれば浪費し，無くなればツケ買いし挙句は借金をする。あるいは切羽
詰れば素人売春してカネを稼ぐ。夫は，飲んだ翌日の月曜日には仕事を休
み（（聖なる月曜日」），挙句は病気に罹り，稼げずに貧窮に陥る。これが「悪
い労働者」とその家族の見本であり，社会改良家の描くステロタイプの給
である。そこから，酒場とアル中，トランプ遊びとダンス，買春，遅刻と
欠勤癖が，非難の対象となる。
　これが事実の一半だとしても，誇張されすぎて実態を歪めていることは
疑いない。そうした貧民観に立てば，国家が貧民救済を周辺的かつ最低限
度に抑制する意図をもつのは当然であった。この欠陥を補うのは慈善事業
か篤志的企業家によるパテルナリスムであるが，それは一定の効果を収め
ながらも特有の問題を孕んでいた。17）
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　結びにかえて
　アンシァン・レジーム末期には存在していたパリの不衛生住宅は，19
世紀の産業化と都市化の過程で減少するどころか，ますます増勢の歩みを
辿った。あの山手締の中よりも狭いパリ旧市街に，地方と外国からの出稼
ぎ者が押し寄せ，パリの人口は19世紀の100年間でざっと４倍に膨れあ
がった。とくに19世紀後半には移民流入の動きは加速化した。出稼ぎ労
働者の懐具合に見合って，安アパルトマンと安宿が増えるのは必定であっ
た。その典型はガルニであったが，そこにも泊まれない貧民もいた。ガル
ニはまさしく雨露をしのぐだけ，寝るだけの場所であったから，その衛生
状態が嘆かわしいものであり続けた。便所は共同便所で，しかも圧倒的に
数が少なく，手洗いや流しなど水回りの設備は極めて乏しく，況や風呂や
シャワーなど身体衛生に関わるアメニティも欠如していた。換気も採光も
ほとんど考慮されておらず，室内容積もまた不足しているものが大部分で
あった。
　こうした不衛生住宅の堆積には，19世紀の産業化に伴う社会的貧困も
深く関与していた。資本主義初期段階ではどこでも雇用機会は十分ではな
く，また，労働権が未だ社会的承認をうけていないから労働諸条件は劣悪
で，労働者はその日の生活の資を確保するのも難儀であった。市場原理か
ら見ても，この膨大な都市貧民の堆積が，労働諸条件の改善を妨げていた
のは間違いない。加えて機械文明が職人的技能に取って代わりつつある産
業分野では，雇用不安が起こり労働待遇の切り下げが行われていた。
　不衛生住宅問題は，19世紀を通じて社会的貧困と深く結びついていた
のだが，これを一挙に白日の下にさらけ出し，いわば社会的・政治的問題
にまで格上げすることになったのは，1832年以降継続的に襲来したコレ
ラ流行であった。次章ではこの問題を考察しよう。
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